
世界と一体化したサイエンスシステム
→世界の頭脳を日本に集め海外の資源を

内部化する

• 科学技術外交の重要性
• 世界から注目される国家プロジェクトの検討
→多角的な視点からプロジェクトを評価（経済
効果、外交面などを含む）

→国家プロジェクトの柔軟的運営を目指した仕
組みの導入（リアルタイムで評価、継続性と柔
軟性を同時に確保）

Global mobility: Science on the move
「科学者は研究費を追って移動するが、それぞれの国の文化や制度が
移動のパターンに影響を及ぼす。」

Nature, 17 October 2012
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独立行政法人理化学研究所

理事長 野依良治

新たな研究開発法人制度創設に関する有識者懇談会
平成25年10月23日

１

新たな知識資本時代を
生き抜く研究開発機関

国内（伝統武術）

国際化（大相撲）

グローバル化（柔道）そして, インターネット社会

●

●

●

新たな研究開発法人制度創設
に関する有識者懇談会（第２回）

配付資料

イノベーションの世紀

電力利用

自動車

航空機

水の供給

エレクトロニクス

ラジオとテレビ

農業の機械化

コンピュータ

電話技術

空調と冷蔵

高速道路

宇宙衛星

インターネット

画像技術

家庭用具

医療

石油・石油化学技術

レーザーとファイバー光学

原子力技術

高機能材料

G.Constable, B.Somerville, 2003

イノベーション（社会を変革する価値の創造）には基礎科学の進
展,技術開発を社会の要請, 期待と整合させる必要がある。 2
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国立がん研, 疾病管理予防センター(予算規模1位, 
9200億円), 国立航空宇宙局,スクリプス研, ロスアラ
モス国立研, コールド・スプリング・ハーバー研
中国科学院

理研, 産総研(予算規模は15,16位)
マックス・プランク研, ドイツ電子シンクロトン
国立科学研究センター, 国立保健医学研, 原子力・新
エネルギー庁, 国立農業研
学術会議

科学アカデミー

高等科学研究院

ポール・シェラー研

カロリンスカ研

3

世界の主要な20研究機関(GDP順)

米国(1)

中国(2)

日本(3)

ドイツ(4)

フランス(5)

イタリア(8)

ロシア(11)

スペイン(12)

スイス(19)

スウェーデン(23)

基礎, 応用, 開発にわたる研究のうち, 公的研究開発機関では,
大学とは異なり, 国家戦略に基づく, 目標設定型, 分野設定型,
課題解決型の研究が主流である。集中と選択, そして立案者
と実行者の協同による推進が必要。目標の達成を重視するが, 
独自の創造的営みゆえに常に不確実性を伴い, 逆に予見不可能
な飛躍をもたらす。波及効果は非線形的。柔軟な自律的ガバ
ナンスが機能を最大化する

卓越した総合研究, 高度な研究基盤（京やSACLA等の国家基
幹技術）の構築, イノベーションへの橋渡し・・・

独法制度の問題点：研究成果の最大化よりも業務効率化を最
優先する制度設計, 非定型業務である研究開発に馴染まな
い達成度評価の実施, 世界標準モデルの経営への制約

「国立」の研究開発機関の創設が必要 4

公的研究開発機関の役割
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国や一般社会は本当に,世界第一級の

国立研究開発機関を求めているのか?

国立(national)とは国家の誇りであり, 
国力の源泉である。卓越性は個々の研究所,  
特定研究者の個有の資源でありつつも, その
価値は広く公共社会から認識されるもので
なければならない。国益,さらに人類益にむ
けた役割を考え, 実行するものである。

5

高齢化, 生活習慣病治療費低減, 公衆衛生, 新興・再興感
染症, 生物由来の脅威に対する予防, 先制医療
エネルギー再生, 転換, 使用低減
水の安全性, 水資源確保
食の安全性確保, 安全食品

生物多様性と生物経済

持続的都市構造, 低炭素輸送
気候変動対応, 自然極限現象の検知と意思決定
環境保全, グリーン技術, 次世代ものづくり
地下, 海洋資源確保
電子情報サービス, 新サービス産業

6

文明社会の持続にむけた課題

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

「社会の中の科学」
の実践

35




